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影響から守るために、CFR（1）やCISPR（2）などの機関によっ
て制定された国際的な規定を満足する必要がある。
本稿では、光トランシーバーが抱える複雑な電磁放射ノ

イズ問題解決に向けた糸口を掴み、それを防ぐ方法につい
て言及する。
光トランシーバー開発時の問題点として、
1）ネットワークシステムに求められる個々の光トラ

ンシーバーの電磁放射ノイズの低減量をいくらに
すればよいのかということと、

2）上記で決めた低減量をどのように達成するかとい
うことが挙げられる。

この問題に対し、以下に述べるアプローチによって解決
を試みた。最初に、新規開発中の試作機から放射される電
磁放射ノイズレベルを示し、その結果をもとに複数台の光
トランシーバーが動作した場合に放射する電磁波の強度
を、単体の放射レベルを重ね合わせた数値解析により求め
る。このとき、簡易なシミュレーションモデルの妥当性と
効果の確認を同時に行い、そこから設計目標を決定した。
最後に、抜本的な改善を目指し電磁バンドギャップを使っ
た新しい筐体の基本的なコンセプトと検証結果を示す。

1.　緒　　言

光トランシーバーは、高速の光デジタルコミュニケー
ションシステムに使われている機器の1つであり、すでに
現行の光通信網に実装され実用化されている。光コミュニ
ケーションの利点の一つとして、「ノイズフリー」であると
言われているが、これは電気信号を扱う光電変換部分では
正しいとは言えない。光信号は光ファイバー内だけの信号
であり、光ファイバーが接続される電子機器内では電気信
号と光信号の相互変換する必要がある。つまり、光信号か
ら電気信号に変換される過程、もしくは電気信号から光信
号に変換する過程が光トランシーバーには必要となる。こ
の光電変換の過程と電気信号を取り扱う回路内では、イン
ピーダンスミスマッチや同時スイッチング等により、高周
波ノイズが一定量で空間に広がり、これが電磁放射ノイズ
の要因となる。最先端のルータのようなデータ処理装置は、
300Tbit/sを超えるデータ処理能力がある。この装置には、
何百もの光トランシーバーの実装が必要であり、これらは、
光トランシーバーの実装数に比例した電磁放射ノイズが発
生する。このネットワーク機器や光トランシーバーから放
射された電磁放射ノイズは、妨害波として他の機器の動作
に影響を与える。この電磁放射ノイズの問題には、基本的
にそれぞれの光トランシーバー（もしくは、他の電子機器
の誤動作）からの電磁放射を防ぐ、または外部の電磁波の
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一般的な光トランシーバーの内部構成と外観図を図 1に
示す。このように光トランシーバーは、光電変換モジュー
ルのコントローラーとデータプロセッサから構成されてい
る。更に、他の重要な特徴は、「プラガブル」（3）つまり、こ
の光トランシーバーの実用形態は、ネットワーク機器のラ
インカードへ容易に挿抜可能なことである。

2 － 1　光トランシーバー 一般的な光トランシー
バーは、電気回路基板（PCBA）に半導体レーザーダイ
オードとフォトダイオードが接続された構成となってい
る。PCBA上には、送信用のレーザーダイオードを駆動さ
せるドライバー用（IC）と受け取った信号を増幅させる回
路とICがある。内部構成とそれぞれの素子の関係について
は、図 1 に示した通りである。光電変換モジュールや
PCBAは、金属の筐体によって覆われ、ネットワークシス
テム内に設けられているケージへ挿入される。この光トラ
ンシーバーの筐体とネットワークシステムのケージは、シ
ステム内の信号のリターン経路となるグランドとは別のグ
ラントである、フレームグランドと呼ばれるグランドと接
続している。

一般的に言えば、ノイズ抑制の観点では筐体とケージ、
およびケージとフレームグランドの金属面同士の十分な接
触が重要である。それは、光トランシーバーがネットワー
クシステムに入るケージは、大きな開口部分となっている
ためである。この開口部端では、ネットワークシステムお
よび光トランシーバーからの電磁放射ノイズの電磁界によ
りループ電流が励起されている。これが、電磁放射ノイズ
の原因の1つとなっている。しかし、光トランシーバー、
ケージとネットワークシステムのフロントパネルは、金属
で構成されており、これらの接触が理想的に面で接してい
れば、開口部の大きさは、光ファイバーのコネクターが入
る部分だけになり、非常に小さくなる。この結果、ループ
電流の流れるループも小さくなり、電磁放射ノイズも小さ
くなるからである。

2 － 2　光トランシーバー単体からの電磁放射ノイズ
デジタル伝送に用いる信号波形は、一般にクロック周波数
以上の高周波成分が含まれる。表 1に高速光信号に用いら
れるアプリケーション例を示す。表 1には、アプリケー
ションのデータレートとその基本周波数成分であるクロッ
ク周波数と2次、4次高調波周波数示している。光トラン
シーバー内の電気回路が10Gbit/sの伝送レートで動作す
るときに起こる連続したビット列は、実際のネットワーク
システム内ではストリーミングしている。そのパターンは、
長い周期で見ると「ランダム」な周波数スペクトルになる
と考えられるが、短い期間で見ると「ランダム」のような
広い周波数スペクトルとなっていない可能性もある。そこ
で本稿で実施した電磁放射ノイズ測定は全て「1010」連続
パターンのビット列を用いており、上記の問題への対応を
図った。図 2 は当社で新規に開発した Small� Factor
Pluggable�Plus（SFP+）光トランシーバーを「1010」パ
ターンにて10ギガビットイーサ※1（10GbE）と呼ばれる
規格 IEEE802.3aeと 10Gbit/sファイバーチャンネル※2

（10GFC）にて動作させた時の電磁放射ノイズ測定結果を
示す。この測定は、47�CFR�part15に準じて行った。ここ
で、60dBµV/mが規格値の上限であるが、様々な測定誤差
を加味し、6dBの余裕を持たせている（図 2中の赤線）。こ
こから、光トランシーバー1つからの電磁放射ノイズレベ
ルが54dBµV/mより小さいことが電磁放射ノイズ対策の
設計目標であることが分かる。また、図 2のHは水平偏波
をVは垂直偏波をそれぞれ表しており、両偏波とも規定を
満足している。ここでは、第2高調波と第4高調波のみを
測定している、これは「1010」パターンにおける、偶数高
調波成分であり、理想的には0である成分である。しかし、
実際の電気波形は、立ち上がりや立ち下がりのクロスポイ
ントのオフセットによるデュティーサイクルの歪みによ
り、波形に歪みが生じる。そのために発生した、電磁放射
ノイズである。
この図 2の結果より、21.0375GHz成分は、規定値より

12dB小さい。しかし、1つの光トランシーバーを用いた電

2.　光トランシーバーの放射ノイズ問題
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図 1　光トランシーバー“SFP+”の外観
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磁放射ノイズレベルの結果からでは、ネットワークシステ
ムに多数の光トランシーバーを実装したとき、そのシステ
ムからの電磁放射ノイズレベルに十分に余裕があるか分か
らない。
すなわち、ネットワークシステム全体で電磁放射ノイズ

への規定を満足させるには、挿入される光トランシーバー
の数に関係なく54dBµV/mより小さくする必要がある。
そこで、放射源となる光トランシーバーの数と電磁放射ノ
イズレベルの関係を考えてみる。

3.　複数のノイズ放射源からの重ね合わせ

実際の光トランシーバーが使用される環境では、数百も
の光トランシーバーが巨大なシステムに実装される。最終
的には、システムからの全電磁放射ノイズ量を規定値以下
に抑えることが目標ではあるが、ここでは、初めに多数の
光トランシーバーが実装された場合に、光トランシーバー
単体で達成すべき電磁放射ノイズレベルを算出する。勿論、
実装される光トランシーバーの数が増えれば、電磁放射ノ
イズレベルも増加する。ただし、全システムの電磁放射ノ
イズレベルの最大値を定量的に予測するのは単純ではない。
それは、全システムで見た場合の電磁放射レベルの最大値
が、個々の光トランシーバーの設置された位置、及びそれ
ぞれの個体から放射される電磁波の位相情報に依存するか
らである。そのため、ここでは、確率論的手法を用い、一
つの光トランシーバーから放射される電磁放射レベルの最

大値を全ての組み合わせ、期待値として算出する。この手
法は、18世紀にレイハー卿より初めて研究された古典的な
問題であり、レイリーフェージングとして知られている（5）。
更に、本解析では計算の煩雑さを軽減するため、電磁放射
ノイズ源を微小ダイポールアンテナ（6）と仮定した。本章の
最後では、個々の光トランシーバーに許容される電磁放射
ノイズの最大値を示す。

3 － 1　解析モデル 図 3に複数のノイズ放射源からの
重ね合わせを算出する解析モデルを示す。本モデルは、電
波暗室にて行われる電磁放射ノイズレベルの測定方法の一
つである、3m法を模擬している。本解析モデルでは、電
磁放射ノイズ源である光トランシーバーを微小ダイポール
アンテナとみなし、直線状に配列した。実際の電磁放射ノ
イズ測定では、始めにアンテナ高さを1mに固定した状態
で、テーブルが360 ° 回転し、電磁放射ノイズの最大値と
なる角度を特定する。その後、テーブルの角度を固定した
状態で、アンテナ高さを2mまで変えながら、電磁放射ノ
イズをスキャンすることで角度と高さに依存した電磁放射
ノイズレベルの最大値を検出する。今回の解析では、テー
ブルを360 ° 回転させる代わりにテーブルの中心から3m
離れた円筒の表面を観測面として設定し、円筒状の観測面
で得られた値の中から最大値を取り出す方法を用いて簡略
化を行った。

3 － 2　シミュレーション方法 FDTD※3法やFEM※4

法などの電磁界シミュレーションは、この種の問題を解
く際に非常に有用なツールである。しかし、解析対象が
大きくなるほど、計算機のメモリや演算素子に多くのリ
ソースを必要とするばかりか、解析時間も増大する。そ
こで、本解析では、放射源として仮定した、下記に示す
微小ダイポールアンテナの理論式を用いて重ね合わせの
解析を行った。

ここで上式に現れる記号の意味は下記の通りである。
E 電界ベクトル［V/m］
H 磁界ベクトル［A/m］
k 波数［1/m］
p 双極子モーメント［V/m］
R0 アンテナからの単位位置ベクトル［m］
R アンテナと観測位置との距離［m］
ε 誘電率［F/m］
Z 自由空間でのインピーダンス［Ω］
j 虚数単位
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図 2　光トランシーバー単体での電磁放射ノイズ測定結果
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3 － 3　シミュレーション結果 本解析は、微小ダイ
ポールの論理式よりFORTRAN※5プログラムを用いて重
ね合わせの解析行った。解析条件は下記の通りである。

1）微小ダイポールの励振源の位相を1,000,000通り
のランダムな組み合わせ。

2）グランド面と平行な観測点を半径方向に 3～
3.005m、周方向に0.45度間隔で設置。

3）高さ方向の観測点は、5mm間隔で設置。
解析結果を図 4に示す。ここでは、光トランシーバーの

実装数をN＝8、16、32、64、128、256と変化させて
いった6パターンの結果を示している。このグラフの横軸
は電界強度（任意単位）を示し、縦軸は頻度を表している。
実装数を増やすと、電磁放射ノイズは大きくなり、頻度も
大きくなっている。そして、それぞれの確率分布の形状は
類似しており、正規分布に近い形状をしており、これらの
結果から下記に示す期待値を見積もることができる。

図 5は光トランシーバー数に対する予想される放射電界
強度の傾向を示したものである。図 5は、99.9％の確率で
当てはめられる。この確率は、正規分布の3.09シグマに
相当する。さて、図 5から光トランシーバーの数が増える
に従って電界強度も増加するが、増加の割合は光トラン
シーバーの数に比例するわけではない。この結果から、光
トランシーバーの数が2倍になると、放射強度の最大値は
約1.41（＝ 21/2）倍となっている。なお、この結果は下記
の計算からも妥当性が確認できる。電磁放射ノイズ源がn
個の場合の電磁エネルギーをPnとすると、電界強度最大値
|En|とは Pn∝ |En|2なる関係がある。電磁放射ノイズ源が
2n個になった場合トータルの電磁エネルギーは P2n＝ 2Pn
と表わされる。電磁エネルギーと電界強度との関係から
|E2n|＝ 21/2|En|となり、放射ノイズ源が2倍になると電界
強度最大値は約1.41倍になることが分かる。

ここから、多数の光トランシーバーが実装された場合、
一つの光トランシーバーが満たすべき電磁放射レベルは、
全システムの電磁放射ノイズレベルが54dBµV/m以下とい
う制約から算出することができる。本稿では、光トラン
シーバー100個を動作させて使用する場合を想定する。こ
の場合、解析結果（図 5）より、システムからのトータルの
放射量は単体の光トランシーバーに比べて30dB増加した値
になることが分かる。以上のことから、光トランシーバー
単体からの電磁放射レベルの目標値が25dBµV/mと算出で
きる。ここで再び図 2を参照すると、新規開発中の試作機
の電磁放射ノイズレベルは、特に20GHz帯で40dBuV/m
以上となっており、既存の電磁放射ノイズ低減手法では十
分でなく、新たな手法が必要となると考えられる。

4.　さらなる電磁放射ノイズ低減へ向けた新しいシールド法

光トランシーバー単体からの電磁放射レベルを25dBµV/m
以下にするには、光トランシーバーからの電磁放射ノイズ
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発生機構を理解する必要がある。また、電波吸収体を用い
る低減策は、コストがかかると言う観点からあまり効果的
な解決策とは言えない。このことより、本稿では、筐体内
に容易に作り込める、右手系・左手系複合伝送線路
（Composite� Right/Left�Hand（CRLH））や電磁バンド
ギャップ（EBG）等の新しい電磁放射ノイズ低減手法に注
目した。ここで、CRLHとは、一般的なLCのラダーで表現
される伝送線路を想定した場合、左手系（直列のキャパシ
タンスと並列のインダクタンス）と、右手系（直列のイン
ダクタンスと並列のキャパシタンス）両方を含む伝送線路
モデルのことであり（7）、EBGとはある特定の周波数帯域で
電磁波が伝搬できない（伝搬定数が純虚数）領域を示す（8）。
現在までにこれらは詳しく研究され、特にマイクロ波コン
ポーネント（例えばアンテナ、フィルター、またはノイズ
シールド）へ効果的に応用されている。これらを使用する
利点の一つは特別な材料を使うことなく、例えば特定の周
期構造を筐体に作り込むだけで実現できる点である。
本章では、ノイズシールド手法としてEBGを用いた結果

について述べる。初めに新規開発中試作機の光トランシー
バー筐体の問題点を示す。次に、EBGの理論的な背景と実
際に適応した設計構造を示し、いくつかの分析結果とシ
ミュレーション結果を示す。最後に、EBG構造を搭載した
試作機の詳細と電磁放射ノイズ測定結果を示す。

4 － 1　現在のノイズシールド法の弱点 各周波数で
の電磁放射ノイズの原因を切り分けるために、ここでの電
磁放射ノイズ測定は、「理想的」な金属製の箱に光トラン
シーバー筐体を挿入して行った。ここで「理想的」な箱と
は、光トランシーバーの筐体における勘合部の隙間や、光
トランシーバー後部にある電気コネクターからの電磁放射
ノイズを抑制するため、光トランシーバー周囲を隙間なく
金属で覆った状態にする箱のことである。図 6に実際に使
用した測定用の金属製の箱を示す。

図 7に図 6の条件下で行った、電磁放射ノイズレベルの
測定結果を示す。本測定結果から下記の事実が明らかに
なった。

1）第2次高調波（10.3125または10.51875�GHz）
による電磁放射レベルは、「理想的」な箱で覆うこ
とで劇的に改善され、電磁放射レベルは測定限界
以下となった。（なお、実際の使用条件においても、
光トランシーバーの筐体とネットワークシステム
のケージの接触を強化する工夫を行うことで、こ
の電磁放射レベルの実現は可能である）。

2）第4次高調波（20.625�or�20.375GHz）による電
磁放射ノイズに関しては、有意な変化は確認され
なかった。

さて、光トランシーバーの筺体断面は、中空で方形の形
状であるため、方形導波管とみなせる。その内径寸法は、
13.8mm× 8.7mmであり、このときのカットオフ周波数
は10.87GHzとなる。そのため、カットオフ周波数以下で

ある第2�次高調波成分の電磁界はトランシーバー内を伝搬
できないが、第4次高調波成分の電磁界は伝搬が可能とな
る。さらに、光トランシーバーは電気コネクターと光コネ
クターに接続する必要があるため、前面と後面の空間を完
全に金属で塞ぐことは筐体の構成上困難である。この意味
で、第4次高調波成分のみが伝搬し放射する図 7は、妥当
な結果であることが分かる。
しかし、導波管と見立てた光トランシーバー内を伝搬す

る20GHz帯の電磁波を遮断することは可能である。その1
つとして、導波管理論では導波管内の内壁に高さ数mm以
上の複数の凹凸を配置することで、導波管を完全にふさぐ
ことなく電磁波の伝搬特性を減衰させる方法がある。そこ
で、この凸凹の構造を光トランシーバーの内壁に用いて、
第4次高調波のシールド性能を向上させる検討を行う本稿
では、光トランシーバーの内壁に作る凸凹を周期的に配置
された仕切り板（コルゲート形状）とし、そのEBG構造に
着目した。本方法により、光トランシーバーの筐体構造を
変えるのみで電波吸収体を用いる等のコストをかけること
なく、電磁放射ノイズの抑制が可能となる。

4 － 2　EBG の背景 二次元の EBG構造は 1990年
代に発明されたが（9）、基本的なコンセプトは導波管への
応用としてすでに1950年代の文献で確認することがで

図 6　金属のパッケージで囲われた光トランシーバー
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きる（10）〜（12）。光トランシーバーと導波管の類似性を考える
と、これまでに確立された導波管の技術は光トランシー
バーの電磁放射ノイズ対策に適合できると考えられる。文
献（12）によると、導波管中央内部に設置されている周期的
に配置された仕切り板により、導波管の等価回路は直列の
キャパシタンスと並列のインダクタンス、いわゆる左手系
伝送線路で表現される。フロケの理論（13）によれば、これら
周期的に配置された仕切り板の高さや間隔などを変化させ
ることで特定の周波数帯域のみ伝搬できないストップバン
ドを形成することが可能となる。しかしながら、実際の光
トランシーバーの構造ではEBG周期構造に近い場所に導体
や誘電体等に起因する寄生素子が存在することから、等価
回路の回路パラメータを用いてバンドギャップ構造の設計
を行うことは非常に困難である。そこで、本稿では、FDTD
法を用いた電磁界解析にてEBG構造の設計を行った。
EBG構造外観と解析モデルを図 8に示す。コルゲート型

EBG構造として、導波管中に8枚の仕切り板が設置されて
ある。ここで、仕切り板の深さはバンドギャップ周波数を
設計する上で重要なパラメータである。この深さはバンド
ギャップとなるターゲットとする周波数（以下、ターゲッ
ト周波数と示す）の波長の1/4の長さにする必要がある（こ
こでは、ターゲット周波数は20GHz）（9）。このコルゲートが
バンドギャップとなるのは、コルゲート部分にターゲット
周波数の帯域を持つ電磁波が入射された場合、仕切り板上
部の表面が、その周波数帯域で高インピーダンス表面とし
て機能し、導波管中の伝搬モードを不整合な状態にさせ、
このコルゲート部分で入射波は透過せず、反射することに
なるためである。仕切り板を設置する距離、つまりコル
ゲートの距離が長いほど反射特性は指数関数的に向上する。
なお、仕切り板の間隔は、ターゲット周波数の波長よりも
十分に小さい必要がある（9）。上記の条件から、今回の解析で
用いる仕切り板のサイズを12mm×3.9mm×0.6mm、仕切
り板の間隔を0.6mmとした。仕切り板の厚さや間隔の具体
的な寸法は亜鉛ダイキャストの製造精度から決定した。仕
切り板が設置されている領域は長いほど反射特性は向上す
るが、光トランシーバー筐体のサイズより仕切り板の枚数
は8枚とした。また、図 8の解析条件であるが、電磁放射ノ
イズ源として微小ダイポールアンテナを導波管中のEBG部
分から左端より24.6mmに設置した。透過波はEBG右端か
ら15mm右方の「observer」と示した位置で抽出した。

図 9は微小ダイポールアンテナ位置と「observer」位置
でのy軸方向電界の比の絶対値をデシベルで示したもので
ある。横軸は周波数、縦軸はy軸方向電界の比の絶対値を
表わしている。このグラフに示される縦軸の値が小さいほ
ど、放射源位置から「observer」位置へ透過する電磁界成
分は少ないということを意味する。今回の解析結果から、
図 8のコルゲート構造により21GHzから 24GHz付近で
20dB以上の減衰が確認され、特定の周波数帯域でバンド
ギャップになることが確認できた。前章でふれたように、

今回のターゲット周波数は20.625GHzである。図 9に示
されるバンドギャップはターゲット周波数よりも若干高周
波側にずれているが、この結果から、コルゲート構造を使
用し、電磁放射ノイズを低減する手法は有効であることが
分かる。次に、実際の光トランシーバーをより詳細に再現
した解析モデルにて効果を確認する。ここでは、FEMを用
いた電磁界解析を実施した。

4 － 3　シミュレーションモデルと結果 解析モデル
は上部と下部の二つの筐体、光トランシーバーの後方に電
気信号を取り出すホストコネクタ、光電変換モジュール、
PCBA、実装部品、光コネクター、そして光トランシー
バーの筐体を金属で覆う「理想的」な箱から構成されてい
る。上記モデルの寸法はCAD※6システムより取り込まれ
たものを用いた。また、放射源として微小ダイポールを光
トランシーバー内部に配置した。

図 10にEBG構造有り／無しによる20.3125GHzでの電
界強度分布の違いを示す。EBG構造による反射と干渉の効
果により電磁波は光トランシーバー内に閉じ込められ、そ
の結果、外部への電磁放射が低減されている様子が分かる。
この結果は、前章図 9の結果と同様に、コルゲートを光ト
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図 8　EBG 構造の FDTD 解析モデル
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ランシーバーの内壁に構成することで、20.3125GHz近傍
でバンドギャップになり、電磁放射を低減していると考え
られる。

4 － 3　実験結果 写真 1に実際に試作したコルゲート
構造を持つ光トランシーバーの写真を示す。電磁放射ノイ
ズ測定は、全ての電気・光学構成品を光トランシーバー筐
体内に搭載した状況で実施した。

図 11に電磁放射ノイズレベルが最大値の測定結果を示
す。測定周波数はIEEE803.2aeと10GFCにより定められ
た周波数とした。この結果より、特に20.3125GHzおよび
21.0375GHzの垂直偏波成分では、電磁放射ノイズレベル
が著しく低減されている。この結果は、25dBµV/mという
最終目標にはまだ到達していないものの、本結果は目標到
達へ向けて非常に大きな前進となる。さらなる電磁放射ノ
イズ低減へ向け、なぜ垂直偏波成分の電磁放射ノイズのみ
が大幅に低減したかについては今後調査していく。

5.　結　　言

本稿において、電磁放射ノイズ低減に向けた新しい方法
を提案した。本方法は、大きく分けて二つの部分に分けら
れる。第一に、多数の光トランシーバーが実装された場合、
電磁放射ノイズの増加傾向を示し、そこから1つの光トラ
ンシーバーが許容できる電磁放射ノイズの見積り方法を示
した。第二に、光トランシーバーの筐体内部へ設置するコ
ルゲート構造のEBGをFDTD法およびFEMを用いた電磁
界シミュレーションから設計した。さらにその有効性を試
作機を用いた電磁放射ノイズの測定より確認した。

用 語 集ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
※1 10ギガビットイーサ
コンピュータシステム間を結ぶ通信規格の一つ。

※2 ファイバーチャネル
ギガビット級ネットワーク技術の一種。

※3 FDTD
Finite-difference� time-domain�method：時間領域差分
法。電磁場解析の一手法。

※4 FEM
Finite�Element�Method：有限要素法。数値解析の一手法。

※5 FORTRAN
プログラム言語の一つ。

※6 CAD
Computer�Aided�Design：コンピュータ支援設計。コン
ピュータを用いて設計すること。

EBG構造無し

EBG構造有り

図 10　電界強度分布の解析結果。上は EBG 無し、下は EBG 有りの結果
を示す。赤で示す部分は強度が大きいことを示す。近接場・遠
方場とも EBG 構造有りの場合では電界強度分布は非常に低く
なっている。

写真 1　コルゲート形状 EBG 構造が筐体に設置された
光トランシーバー試作機
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図 11　EBG 構造有り／無し時の電磁放射ノイズ測定結果
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